
◎独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律

の整備に関する法律 
（平成一八年三月三一日法律第二八号）   

一、提案理由（平成一八年三月一〇日・衆議院国土交通委員会） 

○北側国務大臣 ただいま議題となりました独立行政法人に係る改革を推進するための

国土交通省関係法律の整備に関する法律案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 政府においては、これまで小さくて効率的な政府を実現する観点から行政改革を積極

的に推進してきたところでございます。この法律案は、この行政改革の一環として、独

立行政法人に係る改革を推進するため、平成十七年度末に中期目標期間が終了する国土

交通省所管法人について、土木研究所及び北海道開発土木研究所の統合並びに海員学校

及び海技大学校の統合を行い、一体的かつ一層の効率的、効果的な事業の実施を図ると

ともに、特定独立行政法人を、民間との人事交流等の面でより自由度の高い特定独立行

政法人以外の独立行政法人とし、その役職員を非公務員化するものでございます。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、独立行政法人土木研究所及び独立行政法人北海道開発土木研究所の統合並び

にその役職員の非公務員化を行うこととしております。 

 第二に、独立行政法人海員学校及び独立行政法人海技大学校の統合並びにその役職員

の非公務員化を行うこととしております。 

 第三に、独立行政法人建築研究所等七法人の役職員の非公務員化を行うこととしてお

ります。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由でございます。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（平成一八年三月一六日） 

○林幹雄君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、独立行政法人に係る改革を推進するため、平成十七年度末に中期目標期間が

終了する国土交通省所管法人について、独立行政法人土木研究所及び独立行政法人北海

道開発土木研究所の統合並びに独立行政法人海員学校及び独立行政法人海技大学校の統

合を行うとともに、いわゆる非公務員型の独立行政法人とするなどの措置を講じようと

するものであります。 

 本案は、去る三月九日本委員会に付託され、翌十日北側国土交通大臣から提案理由の

説明を聴取し、十四日、質疑を行い、質疑終了後、討論を行い、採決いたしました結果、

賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院国土交通委員長報告（平成一八年三月三一日） 



○羽田雄一郎君 ただいま議題となりました二法律案につきまして、国土交通委員会に

おける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する

法律案は、独立行政法人に係る改革を推進するため、平成十七年度末に中期目標期間が

終了する国土交通省所管法人について、独立行政法人土木研究所及び独立行政法人北海

道開発土木研究所の統合並びに独立行政法人海員学校及び独立行政法人海技大学校の統

合を行うとともに、特定独立行政法人を特定独立行政法人以外の独立行政法人に移行す

る等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、統合の経緯と意義、非公務員化の意味、海員の養成と若年船

員の確保等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会を代表して山下理事より、

日本共産党を代表して小林委員より、本法律案に反対する旨の意見がそれぞれ述べられ

ました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 以上、御報告申し上げます。 


